
 

ＪＩＣＡ海外協力隊参加教員推薦要項 
 

平成３０年１２月１２日 
文部科学省大臣官房長決定 

 
１．趣 旨 

この要項は，独立行政法人国際協力機構（以下「機構」という。）が実施するボランティ

ア事業に教員が参加することにより，当該教員の資質の向上が図られるとともに，開発途

上地域の教育や社会の発展に資すること等にかんがみ，参加希望教員の推薦に係る機構か

らの要請を受け，文部科学省が機構に対し，参加希望教員を推薦するにあたって，必要な

事項を定めるものとする。 
 
２．定 義 
（１）本要項に基づき派遣されるＪＩＣＡ海外協力隊は，次に掲げる四つの区分からなり、

２０歳以上４６歳未満の者をいう。 
（ア）「青年海外協力隊」 

独立行政法人国際協力機構法（平成１４年法律第１３６号。以下，「機構法」とい

う。）第１３条第１項第４号ロの規定に基づき，開発途上地域の住民と一体となって

当該地域の経済及び社会の発展又は復興に協力したいとの奉仕の精神を有し，自らの

意思により国民等の協力活動に参加を希望する個人のうち，機構が条約その他の国際

約束に基づき派遣される者をいう。 
（イ）「シニア海外協力隊」 
  上記（ア）の機構法に基づく協力活動のうち，経験年数などの条件が一定以上求め

られる専門性が高い案件（経験年数１０年から１５年以上を想定）をシニア案件とい

い，これについて派遣される者をいう。 
（ウ）「日系社会青年海外協力隊」 

機構法第１３条第１項第４号ハ（２）の規定に基づき，中南米の開発途上地域の住

民と一体となって，当該地域の日系社会を通じて，当該地域の経済及び社会の発展又

は復興に協力したいとの奉仕の精神を有し，自らの意思により国民等の協力活動に参

加を希望する個人のうち，機構が派遣される者をいう。 
（エ）「日系社会シニア海外協力隊」 

上記（ウ）の機構法に基づく協力活動のうち，経験年数などの条件が一定以上求め

られる専門性が高い案件（経験年数１０年から１５年以上を想定）をシニア案件とい

い，これについて派遣される者をいう。 
（２）この要項において，「教員」とは，国，地方公共団体，国立大学法人，公立大学法人，

学校法人，又は学校設置会社の設置する幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等

学校，中等教育学校又は特別支援学校に勤務する教員（助教諭，養護助教諭及び講師を

除く。）をいう。なお，幼稚園については，学校法人以外の法人等の設置する私立の幼稚

園に勤務する教員を含む。 



 

（３）この要項において，「参加希望教員」とは，ＪＩＣＡ海外協力隊員として派遣を希望す

る教員をいう。 
（４）この要項において，「参加期間」とは，機構がＪＩＣＡ海外協力隊員として派遣を見込

む教員（以下「参加教員」という。）に対して訓練を行う期間，当該教員が開発途上地域

に派遣される期間及び帰国手続きに要する期間を通算した期間をいう。 
なお，参加期間は原則として選考を実施する年の翌年４月からの２年間とする。ただ

し，機構において，１年を超えない範囲内で参加期間の延長を希望する場合は，文部科

学省を通じて，関係する都道府県若しくは指定都市の教育委員会，国立大学法人，公立

大学法人，学校法人又は学校設置会社等（以下「教育委員会等」という。）に協議するこ

とができるものとする。 
 

３．参加教員の条件 
参加教員は，次に掲げる条件のすべてに該当する者でなければならない。 

（１）奉仕の精神を有し，異質の生活環境に対する適応力を有する者であること。 
（２）現に教員として勤務し，参加期間の初日において，学校における勤続年数が３年以上

であること。 
（３）機構が参加教員の募集を実施する期間の末日における年齢が４６歳未満で，日本国籍

を有する心身共に健康な者であること。 
（４）単身で赴任できる者であること。 
（５）現地での活動や日常生活に支障のない程度の英語に関する知識及び能力を有し，その

向上やその他の語学に関する知識及び能力の取得に努力を惜しまない者であること。 
（６）参加期間終了後も，引き続き教員として勤務する熱意を有する者であること。 
 
４．参加希望教員の取りまとめの依頼 

文部科学省は，参加希望教員の推薦に係る機構からの要請に基づき，教育委員会等に対

し，参加希望教員の取りまとめを依頼するものとする。 
 

５．文部科学省における推薦手続 
文部科学省は，教育委員会等から，応募に係る書類の提出を受けたときは，その記載内

容を確認したうえで，３．のすべてに該当すると認められる者を機構に推薦するものとす

る。 
 

附則 
１ この要項は、平成 30 年 12 月 12 日から施行する。 
２ この要項の施行に伴い、次に掲げる要項は廃止する。ただし、平成 30 年度以前に同要項

に基づき派遣された者については、引き続き同要項が適用されるものとする。 
（１）「青年海外協力隊参加教員推薦要項」（平成 18 年１月６日文部科学省大臣官房長決定） 
（２）「日系社会青年ボランティア参加教員推薦要項」（平成 20 年２月 22 日文部科学省大臣

官房長決定） 


